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1．はじめに
食品の安全性にかかわる化学物質のテーマは，汚染物

質，農薬及び動物用医薬品，食品添加物，容器・包装の
食品接触物質，栄養素，いわゆる健康食品など多岐にわ
たり，食品安全情報でも様々な事案に関する海外情報を
紹介してきた1）．本稿では，初刊から20年間（2003～
2022年）の食品安全情報の化学物質編に紹介した記事を
もとに，その歴史を振り返り， 5 年ごとに時代を追いな
がら代表的なトピックスを簡単に紹介する．トピックス
については，主に，大規模な健康被害の発生や回収が行
われた事案，影響が拡大し複数国が対応した事案，国連
食糧農業機関（FAO）及び世界保健機関（WHO）の勧

告や評価など国際的に重要度の高いものをピックアップ
した（表 1 ）．ただし，ある化学物質についての注意喚
起や警告，リスク評価，回収や販売禁止などの措置につ
いては，各国が五月雨式に実施する場合が多いことか
ら，代表して先駆けとなったと思われる国や事案につい
てのみ記載した．また，個々の事案の詳細や化学物質の
詳しい特性などを逐一説明すると文章量が膨大になるた
め，“いつ頃にどのようなことが起きていたのか”に的
を絞り，詳細は割愛させていただいた．引用文献につい
ては可能な限り示した．しかし，過去の多くの記事でリ
ンク先が削除されており，現在の引用が不可能なことか
ら，それらの記事については過去の食品安全情報と， 
2017年より国立医薬品食品衛生研究所報告に毎年投稿し
ている年間トピックスのまとめ，さらに過去の記事を化
学物質ベースで地域ごとに経時的にまとめたファイルを
安全情報部のホームページ上に「食品安全情報（化学物
質）のトピックス」として掲載しているので，それらを
ご参照いただきたい1, 2）．
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この時から導入されるようになった8）．

ハーブ製品による健康被害
当時，健康の維持・増進や何らかの生理機能増強を目

的とした様々なハーブ製品（例：カバ，コンフリー，ブ
ラックコホシュ，エフェドラ）による健康被害が多数報
告された．その中でも特記すべきは米国でのエフェドラ
製品であろう．メジャーリーグベースボールのSteven 
Scott Bechler投手が2003年 2 月に熱射病による多臓器
不全で死亡し，その死因としてエフェドラを含むサプリ
メントが疑われたことが発端となり，エフェドラ製品に
よる健康被害（心臓発作，脳卒中など）が注目されるよ
うになった．エフェドラ製品は減量や運動能力増強など
の目的で広く使用されていたが，米国食品医薬品食品局

（FDA）の調査により多数の健康被害が発生しているこ
とが判明した．そのためFDAは，2004年 2 月，エフェ
ドラ成分であるエフェドリンアルカロイドを含むダイエ
タリーサプリメントの販売を禁止する最終規則を発表し
た9）．この発表を受けて他国でもエフェドラ製品に関す
る警告が相次いで出された．その後，エフェドリンに類
似した化学構造をもち同様の活性があるとの理由から，
代替成分としてシネフリン（ビターオレンジ成分）を使
用した製品も登場したが，エフェドリンと同様に心血管
系の健康被害が報告され，その摂取についても注意が呼
びかけられた．

また，同時期に我が国でも減量を目的にした製品によ
る過去最大の健康被害が発生したので記しておく．2002
年 7 月，中国製ダイエット用健康食品による肝障害と死
亡者の発生が報道されたことを契機として，それらの製
品による健康被害が全国的な問題となった．厚生労働省
の発表によると，健康被害の半数以上は「御芝堂減肥こ
う嚢（オンシドウゲンピコウノウ）」，「せん之素こう嚢

（センノモトコウノウ）」，「茶素減肥（チャソゲンピ）」
の 3 製品の摂取が関係しており，肝障害の発症に関与す
る成分としてN-ニトロソフェンフルラミンが同定され
た10, 11）．これらの製品は未承認医薬品として扱われ，
2006年 7 月12日時点で厚生労働省には上記 3 製品を含め
て同様の未承認医薬品による健康被害として796名（う
ち死者 4 名）の症例が報告されている．

Sudan Redの不正使用
2003年 5 月，フランスにおいて，英国で製造されたイ

ンド産の粉末唐辛子及びその製品に，工業用色素の
Sudan red Iが検出された．粉末唐辛子は色に応じて価
格が変動するため，製品の色をよくするために不正に使
用されたことが原因であった．当初は粉末唐辛子のみの
問題であったが，2005年 2 月に英国の検査で，汚染され

2．2003年（初刊）から2007年
2003年 4 月に食品安全情報の第 1 号を発行した．第 1

号の化学物質編では，オーストラリア・ニュージーラン
ド食品基準局（FSANZ）がトロピカルフルーツへのＸ
線照射を認可した記事や食品中のアクリルアミド関連文
献などを紹介した．その頃，我が国では2003年にアマメ
シバ加工品による閉塞性細気管支炎などの健康被害が報
告され，同年 9 月に食品衛生法の下で，「サウロパス・
アンドロジナス（別名アマメシバ）を含む粉末剤，錠剤
等の剤型の加工食品」の販売が禁止されたほか，2004年
7 月に既存添加物名簿からアカネ色素を削除，2005年 2
月に特定保健用食品の見直しにより「条件付き特定保健
用食品」，「疾病リスク低減表示」，「規格基準型」を設置，
2004年にシンフィツム（いわゆるコンフリー）及びこれ
を含む食品の販売を禁止，2006年 5 月に食品中に残留す
る農薬や動物用医薬品等についてポジティブリスト制度
及び一律基準（0.01 ppm）の施行，2007年には大手菓子
メーカーを含む多くの消費期限の改ざんの発覚などが
あった3-7）．

食品中のアクリルアミドの発見
2002年，スウェーデン政府とストックホルム大学が食

品にアクリルアミドが含まれることを発表した．その発
見につながったのが建築材にアクリルアミドを使用した
トンネル工事の労働者を対象にした調査である．この調
査においてアクリルアミドに暴露されていない対照者の
血中からもアクリルアミド－ヘモグロビン付加体が検出
されたことから，原因の追求が行われ，暴露源として食
品が特定された．当時，アクリルアミドに遺伝毒性や発
がん性，神経毒性などがあることはよく知られていた．
そのため，この発表は世界的に重く受け止められ，食品
中の生成機構や汚染実態を解明するための様々な研究や
プロジェクトが直ちに開始された．後に，食品に含まれ
るアミノ酸の一種であるアスパラギンと還元糖（グル
コースやフルクトース）が高温（120℃以上）で加熱調
理される過程でアクリルアミドが生成することが明らか
にされた．

さらに食品中のアクリルアミドの発見は，食品に含ま
れる化学物質のリスク評価にとってのマイルストーンに
もなっている．発見から 3 年後に開催された第64回
FAO/WHO合同食品添加物専門家会議（JECFA：2005
年）においてアクリルアミドが評価対象となり，食品中
の遺伝毒性発がん物質に関するJECFAのリスク評価に
新たにベンチマーク用量や暴露マージンが利用された．
それまで閾値がない物質として一括りに扱われていた物
質について，毒性と暴露実態を考慮した上でリスク管理
上の優先順位をつけられるという画期的なアプローチが
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に，近年は多くの国が魚食のリスクとベネフィットとの
バランスを考慮した内容へと改訂している13）．

トランス脂肪酸への取組み
食品中のトランス脂肪酸（trans fatty acids）注1 の摂取

が冠動脈疾患のリスクの上昇に関連するとして注目され
始めたのは1990年代であるが，2002年に開催された
WHO/FAO専門家会合で慢性疾患を予防するための目
標として 1 日のトランス脂肪酸の摂取量を総エネルギー
摂取量の 1％未満とすることが提言されたのを機に，各
国の取組みが前進した14）．その先駆けとなったのが，
2003年のデンマーク政府による食品中のトランス脂肪の
規制値（最終製品の油脂100 gあたり 2 g未満）の設定と，
米国FDAによるトランス脂肪酸の表示を義務づける新
規則の発表であった15）．
注 1 ：�日本語ではトランス脂肪とトランス脂肪酸，英語

ではtrans fatとtrans fatty acidsが混在している
が，原文自体が明確に区別せずに記載している場
合が多い．

飼料のダイオキシン汚染
EUでは飼料のダイオキシン汚染がたびたび発生し，

その飼料を餌として食べたことによる食肉や乳，鶏卵へ
のダイオキシンの移行が問題となり，そのつど関連製品
の大回収が行われている．例として，2004年にオランダ
で牛乳からダイオキシンが検出されたことがきっかけと
なり，追跡調査によって飼料用のジャガイモ副産物のダ
イオキシン汚染が確認された．汚染源は，ジャガイモ選
別工程に使用されたカオリナイト粘土であった．EUで
は動物性食品を対象にダイオキシンの最大基準値が設定
されているため，オランダの牛乳の汚染は定期検査で発
見された．飼料のダイオキシン汚染は，その後もベル
ギー（2006年），アイルランド（2008年），ドイツ（2010
年）などで発生している．

ソフトドリンク中のベンゼンの生成
ソフトドリンク中に安息香酸塩とビタミンＣが存在す

ると，pH，他の成分，保存温度，紫外線など様々な因
子が絡み合ってベンゼンが生成することがある．そのこ
とを米国FDAは1990年代にすでに業界と研究していた．
しかし2005年に民間検査機関が安息香酸塩とアスコルビ
ン酸を含むいくつかのソフトドリンクから低濃度のベン
ゼンが検出されたとFDAへ報告したことで，この問題
が再び注目の的になった．その後，米国以外の国でも含
有実態の調査が実施され，ソフトドリンク中の濃度につ
いては指標となる値がなかったことから飲料水の水質基
準を代用して超過した場合には回収等の措置が講じられ

た唐辛子を使用したウスターソースやそれを使用した製
品からもSudan red I が検出されて汚染の対象が非常に
広範囲に及ぶことが発覚し，EU加盟国のみならず世界
規模の回収につながった．2006年には，中国で黄身の色
を赤くするための不正使用によりアヒルの卵からSudan 
Red IVが検出されて問題になった．

瓶詰め食品からセミカルバジド検出
2003年 7 月，EFSAが瓶詰め食品に微量のセミカルバ

ジド（SEM）が検出されたと発表した．原因は，金属
蓋のパッキンに発泡剤として使用されたアゾジカルボン
アミド（ADC）からSEMが生成し食品へ移行したこと
だった．生地改良剤としてADCを添加した小麦粉から
もSEMが検出されている．SEMは，合成抗菌剤ニトロ
フラン類の 1 つニトロフラゾンの代謝物として知られ，
養殖水産物へのニトロフラゾンの不正使用を検出する指
標とされてきた．しかし，ADCをはじめニトロフラゾ
ン以外のSEM発生源が次々と明らかとなり，不正使用
の指標として適当なのか疑問の声が生じることとなっ
た．

ヒジキと無機ヒ素
2004年 7 月，英国食品基準庁（FSA）が無機ヒ素の

含有を理由にヒジキを食べないよう勧告した．これは，
カナダ食品検査庁（CFIA）が2001年にヒジキは他の海
藻よりも無機ヒ素の濃度が高いとして摂取を控えるよう
助言したことを受けての対応だった．その後，オースト
ラリアやニュージーランドでも同様の勧告が出されてい
る．これらの発表は日常的にヒジキを食している我が国
にとっては衝撃的であり，ただちに関係省庁からQ&A
などが発表され，乾燥ヒジキについては水戻しなどの処
理をすることが無機ヒ素の摂取量を減らすのに有効であ
るとの助言が出された．

魚食指導（メチル水銀）
第61回JECFA（2003年）において，メチル水銀の暫

定耐容週間摂取量（PTWI）が3.3 µg/kg体重から1.6 µg/
kg体重へ引き下げられた12）．この発表を受けて，欧米諸
国ではJECFAの新しいPTWIと自国の食生活の実態を
踏まえたリスク評価が実施され，メチル水銀の濃度が高
い魚の摂取についての助言が相次いで発表された．我が
国でも，内閣府食品安全委員会が魚介類等に含まれるメ
チル水銀に関する食品健康影響評価を実施し，その結果
を2005年 8 月に報告している．各国の魚食指導は，以前
はメチル水銀によるリスクにのみ着目した内容が大半で
あったが，2010年にFAO/WHOが魚食のリスクとベネ
フィットの両方を評価する専門家会合を開催したのを機
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原因は，乳児が摂取していた乳児用粉ミルクへのメラミ
ンの不正な添加であった．同年12月 2 日時点の中国政府
の発表によると，尿路結石の生成などの泌尿器系の異常
が見つかった患者数は約29万 4 千人，関連があるとみら
れる死亡者が 6 人という歴史に残る甚大な被害であっ
た．中国に比べると例数は少ないものの，香港，台湾，
マカオからも被害が報告された．さらに，乳児用粉ミル
ク以外の様々な食品にもメラミンが検出されることが明
らかとなり，我が国も含め世界中で回収などの迅速な対
応を迫られることとなった．

前年の米国におけるペットフード事件の発生時には，
よもやこのような痛ましい事件につながるとは想像して
おらず，驚きと不正行為への憤りを強く感じたことをよ
く憶えている．

クローン動物に由来する食品のリスク評価
2008年 1 月，米国FDAがクローン動物に由来する食

品のリスク評価を実施し，牛，豚，ヤギのクローン及び
その子孫に由来する肉と乳は従来の交配技術を用いた動
物由来の食品の安全性と差異がないとの結論を発表し
た．この発表を受けて，我が国も含め各国でリスク評価
が相次いで実施された．いずれも従来の交配動物との同
等性及び安全性については米国FDAと同様の結論で
あったが，EUでは倫理面と動物福祉への懸念が繰り返
し示された．

食品中の無機ヒ素
2008年に，ライスミルクと米を原料に用いたベビー

フード中の無機ヒ素の濃度を調べた研究結果が報告され
たのを機に，無機ヒ素の暴露源としてヒジキに次いで米
が注目されるようになった18, 19）．その後，第72回JECFA

（2010年）において無機ヒ素のPTWIが取り下げられた
ことも影響して，米に含まれる無機ヒ素による健康影響
への懸念がますます高まり，欧米諸国ではライスミルク
やライスシリアルのみを乳幼児に継続的に与えるのでは
なく，リスクを分散させるために米以外の原料を使用し
た多彩な製品を取り入れるよう呼び掛けられた．さらに
米中の無機ヒ素については，コーデックス委員会第37回
総会（2014年）において精米中に対する最大基準値

（0.2 mg/kg），第39回総会（2016年）において玄米中に
対する最大基準値（0.35 mg/kg）が採択された．現在
は，ヒジキや米に限らず，食品の無機ヒ素による汚染は
食品安全上の重大な問題の 1 つと認識されており，その
暴露量を低減するための対策が各国で講じられている．

ビスフェノールＡ
2008年 4 月，カナダ保健省が世界で初めてビスフェ

た．ただし，当時検出された濃度はいずれも微量で健康
に影響のあるレベルではなく，その後の飲料業界の努力
によりソフトドリンク中のベンゼン濃度は低減してい
る．

精米中のカドミウム
2006年 7 月，コーデックス委員会の第29回総会におい

て精米中のカドミウムに対する最大基準値（0.4 mg/kg）
が採択された．これを受け，米を主食とする我が国では
国際的な調和の観点から米の成分規格が見直されること
になり，内閣府食品安全委員会による食品健康影響評価
を経て，カドミウムの基準値を「玄米中1.0 mg/kg未満」
から「玄米及び精米中0.4 mg/kg以下」に改正し，2011
年 2 月28日に施行された16）．

ペットフードのメラミン汚染
恐らく21世紀最大と言える食品による健康被害の先触

れとなった事件が2007年に米国で起きた．それが，ある
ペットフードによるペット（イヌ及びネコ）の腎障害の
大規模な発生である．原因はペットフードの原料として
使用された中国産の小麦グルテンや米タンパク濃縮物等
のメラミン及びメラミン関連物質（シアヌル酸など）に
よる汚染であった．被害を受けたペットは尿細管に結石
が生じて閉塞性腎障害を起こしており，結石からはメラ
ミンとシアヌル酸が検出された．製品のタンパク質の含
量測定では窒素の含量を指標にすることから，見かけ上
のタンパク質含量を多く見せて品質を偽装するために窒
素を多く含むメラミン（C3H6N6）を意図的に加えると
いう不正行為であった．

3．2008年から2012年
この時期には，中国で30万人近い乳児の被害者を出し

た乳児用ミルクのメラミン汚染と，我が国の東日本大震
災及び東京電力株式会社福島第一原子力発電所の災害と
いう世界の歴史に残る 2 つの重大な出来事があった．そ
のほか我が国では，2008年 1 月に中国産冷凍ギョウザが
原因と疑われる健康被害が発生し当該製品から有機リン
系殺虫剤のメタミドホスが検出されたこと，2009年 9 月
1 日には消費者庁の発足などがあった．食品安全情報

（化学物質）については，2012年 5 月（10号）より「注
目記事」の掲載を開始した．

メラミンに汚染された乳児用粉ミルクによる大規模アウ
トブレイク

米国でペットフードのメラミン汚染の問題が発覚した
翌年の2008年，北京オリンピック閉幕後の 9 月に中国で
乳児の腎障害の大規模アウトブレイクが報告された17）．
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毒による死亡がメディアで大きく取り上げられたのを契
機に，カフェインの過剰摂取やエネルギードリンクが注
目されるようになった．

抗肥満薬Meridia（シブトラミン）の回収
2010年10月，Abbott Laboratories社は，臨床試験の

データが心臓発作や脳梗塞のリスクの増加を示唆してい
るとして抗肥満薬Meridia（シブトラミン）を自主回収
することを米国FDAと合意し販売を停止した．この報
告を受けてシブトラミンを医薬品として承認していた国
では，製品の回収が行われるとともに相次いで認可が取
り下げられた．その後に多発したのが，減量用として販
売されたハーブ製品やサプリメントなどからのシブトラ
ミンの検出と，それらの違法製品の摂取による健康被害
の発生である．現在も各国でシブトラミンを含む違法製
品の販売が絶えず，継続的に警告が発せられている．

食品安全に関する法律の改正
米国FDAが2010年12月に「Food Safety Modernization 

Act （FSMA）」を発表し，翌年 1 月 4 日に施行された．
日本語では「食品安全近代化法」や「食品安全強化法」
と訳されることが多いようである．FSMAは，食品由来
疾患への対応を事後対応から予防的な管理にシフトする
ことで国の食品安全システムを向上させることを目指
し，その実現のためにフードチェーン全体にわたり
FDAの権限を強化した法律である．現在，FSMAを実
践するための 9 つの規則も策定されている．同じく予防
的な管理に重点をおいた法律改正が同年代に相次ぎ，
2012年 に カ ナ ダ のSafe Food for Canadians Act 

（SFCA），2014年にはニュージーランドのFood Act 
2014が発表された．我が国でも，2018年に食品衛生法が
改正されて食品事業者によるHACCPの原則的な実施，
指定成分を含む食品による健康被害情報の届出の義務
化，食品用器具・容器包装へのポジティブリスト制度な
どが導入された．

東日本大震災及び福島第一原子力発電所事故
2011年 3 月11日，東日本大震災が起き，震災に起因し

て東京電力株式会社福島第一原子力発電所の事故が発生
した．事故を受けて各国は日本からの食品の輸入規制や
監視を強化するとともに，自国民に向けて現状を伝える
ための声明やQ&Aなどを適宜発表した．

日本から輸入される食品への各国の対応については，
農林水産省のウェブサイト「東京電力福島第一原子力発
電所事故に伴う諸外国・地域の輸入規制への対応」に詳
しく記されており参考になるので，そちらをご参照いた
だきたい21）．

ノールＡの評価を完了し，ビスフェノールＡを含むポリ
カーボネート製哺乳瓶の製造，輸入，販売，宣伝を禁止
する規制案を発表した．この発表を機にビスフェノール
Ａが再び注目を浴びるようになり，以降，哺乳瓶の素材
へのビスフェノールＡの使用については各国で禁止又は
排除されるようになった．ビスフェノールＡによるヒト
への健康リスクについては国際的なコンセンサスが得ら
れておらず，現在も議論が続けられている．

コチニール
コチニールは，エンジムシ（Dactylopius coccus 

Costa）から得られる赤色の着色料で主成分としてカル
ミン酸を含む．2009年 1 月，アナフィラキシーを含む重
大なアレルギー反応の報告を受けて，米国FDAが全て
の食品及び化粧品のラベルにコチニール抽出物とカルミ
ンの表示を義務づけるよう規則を改訂した20）．我が国で
も2012年，コチニール色素（既存添加物）を含む飲料の
摂取による急性アレルギー反応とされる事例が確認さ
れ，消費者庁が注意喚起を行うとともに，食品の既存添
加物コチニール色素の成分規格に「たん白質」の基準が
追加された．一方，医薬品，医薬部外品及び化粧品につ
いては，添付文書や外箱等にコチニール等の成分の名称
と使用上の注意を記載することなどの表示の整備が行わ
れた．

カフェインの過剰摂取
当時，欧米を中心にカフェインを意図的に添加したエ

ネルギードリンク（又はエナジードリンク）や，より高
濃度にカフェインを添加したエナジーショットが市場に
登場し大流行となった．しかし，製品に含まれるカフェ
インの濃度が高くソフトドリンクのように飲みやすいこ
とから，カフェインの過剰摂取による健康への影響が懸
念された．そのため各国では2010年頃をピークに相次い
で注意喚起や警告が出されるとともに，安全に摂取でき
る 1 日又は 1 回あたりのカフェイン量に関する助言，製
品中のカフェイン量に関する最大基準値の設定，表示制
度の整備，カフェイン添加製品の監視などが実施され
た．行政対応として先駆けとなったのは，2009年11月の
米国FDAによるカフェイン入りアルコール飲料の販売
に対する警告である．エネルギードリンクとアルコール
を混合することが大学生の間で流行しており，カフェイ
ンの覚醒作用によりアルコールの酔いを感じにくくなる
ため，多量飲酒や暴力行為につながりやすいことが問題
になった．その後，アルコール飲料へのカフェインの添
加は安全ではないとして，米国でのカフェイン入りアル
コール飲料の販売は違法と見なされている．

我が国においても，2015年に20代男性のカフェイン中
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上の問題はなかったが，残留基準値は設定されておらず
規制されていない物質であったため汚染物質と見なされ
た．そのうえ，当該製品が他国にも輸出されており，国
際的な残留基準値も設定されていなかったことから，輸
入拒否などの貿易上の問題にも発展した．本事例のほか
にも，以前であれば濃度の低さのために検出されなかっ
た化学物質が機器分析技術の向上に伴い検出されること
が増え，それらのリスクをどのように評価し，どのよう
なリスク管理措置を選択すべきなのか判断に困る状況が
生じている．粉乳中のDCD検出の事態を重くみた
ニュージーランドは，コーデックス委員会において，食
品から規制値のない化学汚染物質が検出された場合の対
応を国際的に調和させることの必要性を訴え，そのため
のガイドラインの作成を提案した．結果的に，食品汚染
物質部会での検討をもとに「規制値のない食品汚染物質
の検出事例後における迅速なリスクアナリシスに関する
ガイドライン（CXG 92-2019）」が作成された23）．

EUがネオニコチノイド3農薬の使用制限を採択
2013年 1 月，EFSAがネオニコチノイド殺虫剤 3 農薬

（クロチアニジン，イミダクロプリド，チアメトキサム）
の使用による蜜蜂への影響に関するリスク評価を実施し
た24）．評価では，蜜蜂に対する，植物の花蜜や花粉を介
した暴露，農薬で処理された種子を蒔くときや顆粒剤を
散布するときのダストを介した暴露，植物の溢液を介し
た暴露に焦点が当てられた．その結果，蜜蜂へ急性リス
クとなりうる暴露経路が特定されたとして，2013年 5 月
に欧州委員会は温室内での使用，開花後の一部の作物の
処理，冬期穀物への使用を除き，蜜蜂にとって魅力的な
作物へのネオニコチノイド 3 農薬の使用と処理済み種子
を制限し，さらに2018年には 3 農薬の屋外での全ての使
用を禁止した25）．その後，EUでは 3 農薬の認可更新の
申請が取り下げられたため，クロチアニジンは2019年 1
月（委員会実施規則（EU）2018/784），チアメトキサム
は2019年 4 月（委員会実施規則（EU）2018/785），イミ
ダクロプリドは2020年12月（委員会実施規則（EU）
2018/783）に失効している．EUの対応を受けて，米国
環境保護庁（EPA），カナダ保健省病害虫管理規制局

（PMRA）， オ ー ス ト ラ リ ア 農 薬・ 動 物 用 医 薬 品 局
（APVMA）などでも，これら 3 農薬の評価を実施して
いるところである．

OxyElite Proによる急性肝炎及び肝障害の集団発生
2012年 4 月，米国FDAは，1,3-ジメチルアミルアミン

（通称DMAA）を含むダイエタリーサプリメントに関す
る有害事象（心疾患，神経系疾患，精神疾患，死亡など）
が多数報告されたとして，販売事業者に対し警告を発し

4．2013年から2017年
現在の様々な活動の基盤になっている持続可能な開発

目標（SDGs）が2015年 9 月に採択されたほか，EFSA
によるネオニコチノイド 3 農薬の評価や国際がん研究機
関（IARC）によるグリホサートの評価など，その後，
世界的に多大な影響を与えている出来事が報告された時
期である．我が国では，2015年 4 月に機能性表示食品制
度の導入，2017年 7 月には後の食品衛生法の改正にも関
係するプエラリア・ミリフィカによる複数の健康被害の
報告などがあった22）．食品安全情報（化学物質）につい
ては，「注目記事」に次ぐ新たな取組みとして，2017年
より前年の年間トピックスを国立医薬品食品衛生研究所
報告（衛研報告）に資料として毎年投稿することにした．

EUで牛肉製品から馬DNAが検出
EUで食品偽装の監視体制の改革につながった大事件

が「馬肉スキャンダル（horse meat scandal）」である．
2013年 1 月，アイルランド食品安全局（FSAI）が，国
内の小売店で販売されていた牛肉製品（ビーフバーガー
など）から馬と豚のDNAを検出したと発表した．馬
DNAが検出された製品が，馬肉を食すことを忌避する
アイルランドと英国の工場で製造され，テスコなど複数
の大手チェーンストアで販売されていたことから大ス
キャンダルとなり，後に欧州規模の問題へと拡大した．
牛肉製品への馬肉の混入量は，大部分の製品では痕跡程
度であったが，中には60％を超えて意図的な不正混入が
疑われた製品もあった．さらに馬肉の混入だけでなく，
イスラム教の信仰者用のハラル製品に豚DNAが検出さ
れて宗教上の問題にも拡大した．これらの混入は安全上
のリスクは低いものの，EUにおける食品製造への信頼
を大きく揺るがすこととなった．この事件を受けてEU
では，2013年に加盟国，スイス，ノルウェー及びアイス
ランドによる食品偽装の情報連携をはかるためのEU 
Food Fraud Networkが開始された．さらに2017年に
は，食品と飼料に関する規則及び動物の衛生福祉・植物
衛生・植物保護製品に関する規則の遵守のための公的管
理とその他の活動を定めた欧州議会・理事会規則（EU）
2017/625が制定され，EU域内での農業・食料チェーン
の監視体制が強化された．

ニュージーランドの粉乳からジシアンジアミドが検出
2013年 1 月，ニュージーランド政府が国産の粉乳から

ジシアンジアミド（DCD）が極微量検出されたと発表
した．DCDは硝酸化成抑制剤で，温室効果ガスでもあ
るNO2の排出量削減と水系への窒素流出の低減を目的に
国内の一部の酪農場で使用されていた．DCDは毒性が
低く，粉乳に検出された濃度も極微量であったため安全
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国際がん研究機関（IARC）がグリホサートを評価
2015年，WHOの一機関であるIARCが，世界で広く

使用されている除草剤の成分であるグリホサートの発が
ん性をGroup 2A（ヒトに対しておそらく発がん性があ
る）に分類した28）．それまでグリホサートに発がん性は
ないと認識されていたためIARCの発表の反響は大き
く，国際的な論争に発展した．フランスやルクセンブル
クはIARCの結論に追随してグリホサートの使用制限を
決定したが，米国FDAやカナダ保健省，APVMAはレ
ビューを行った上でヒトへの発がん性の根拠はないと
真っ向から反論し，2016年 5 月に開催されたFAO/
WHO合同残留農薬専門家会議（JMPR）の特別部会で
も，食事由来暴露に限定した上で，グリホサートには遺
伝毒性及び発がんリスクの可能性はありそうにないと結
論している29）．この論争はEUのグリホサートの認可更
新に多大な影響を与えており，当初2022年12月が認可更
新の期限であったが，欧州委員会では結論に至らず，
EFSAの評価結果を待つために2023年12月まで 1 年延長
された．さらに，グリホサートの認可更新に関連して，
農薬の承認申請及びリスク評価のために企業から提出さ
れた資料（動物試験データなど）の透明性について懸念
があるとの請願書が市民から欧州委員会へ提出されたこ
とが引き金となり，欧州議会及び理事会規則（EU）
2019/1381（通称：透明性規則）が2019年 6 月13日に採
択され，2021年 3 月27日に施行された．透明性規則は，
EFSAによるリスク評価と，評価のために提出された資
料の信頼性と透明性を高めることを目的としており，リ
スク評価の手続きの各段階において，一般の人々も含め
た関係者がこれまで以上に関連情報を入手しやすくする
ための規定，情報や意見を交換しやすくするための規
定，そして企業が資料を提出することを踏まえ機密保持
のための規定などが明瞭にされている．

持続可能な開発目標（SDGs）の採択
2015年 9 月，第70回国連総会で持続可能な開発目標

（SDGs）が採択された．その後，食品分野でも「持続可
能な食品（サステナブルフード）」，「持続可能な食品シ
ステム」，「持続可能な食料生産」といったように，「持
続可能な（sustainable）」が 1 つのキーワードとして用
いられるようになり，食品安全や食料安全保障の取組み
もSDGs達成と絡めて語られるようになった．

米国でAquAdvantageサーモンを認可
2015年11月，米国FDAが食用として販売できる最初

の遺伝子組換え動物としてAquAdvantageサーモンを認
可した．このサーモンは，遺伝子組換えでない養殖大西
洋サーモンよりも短期間で市販できる重量に達するのが

た．DMAAには中枢神経興奮作用があり，運動前のス
ポーツ用サプリメントや脂肪燃焼サプリメントとして世
界中で販売されていたことから，米国の発表を受けて我
が国も含めた各国で関連製品を摂取しないよう警告が出
された．FDAの警告に応じてほとんどの事業者は
DMAA含有製品の販売を中止したが，再三の警告にも
かかわらずUSPLabs社のみは製品（OxyElite Pro，
Jack3d）の販売を2013年にFDAにより差し押さえられ
るまで継続した．そのうえUSPLabs社は，DMAAの使
用を中止後，直ちに代替物質としてaegelineを添加した
製品を名称は変更せずにOxyElite Proのまま販売し，後
に，ハワイ州を中心に当該製品の摂取が共通する急性肝
障害や肝炎の症例が多数報告された．FDAの報告によ
ると，その症例数は2013年10月末時点で56例に及んだ．
aegelineはアジアのbaelの木（Agele marmelos）の葉か
ら抽出されるアルカロイドである．米国のダイエタリー
サプリメントの規制では，新しい成分を使用する場合に
はFDAへの事前通知が必要だが，USPLabs社はDMAA
とaegelineの 2 成分とも事前通知を行っておらず，先の
DMAA製品が複数の死者を出したにもかかわらず，再
び安全性が確認されていない他の成分を添加して同名の
製品として販売した．ダイエタリーサプリメントなどに
不正添加された有害成分による健康被害はたびたび報告
されているが，著者が知る中で最も悪質な事例として記
憶に残っている．

昆虫が食料・飼料不足の解決策の1つに
2013年11月，FAOが将来的な食料・飼料不足の問題

の解決に昆虫の利用を推奨する報告書を発表したことに
より，昆虫の食品としての利用に関心が持たれるように
なった26）．その後，国や地域，業界レベルで多様な取組
みが行われているが，伝統的に昆虫を食べてきた国があ
る一方で，EUのように新規食品として扱う国があり，
食品としての昆虫に対する認識は国際的に統一されてい
ないのが現状である．その後もFAOは昆虫を食用とし
て利用することの恩恵を述べ推奨してきたが，養殖産業
が急速に拡大したため，食用とする上で重要な課題とな
る安全性に関する報告書を2021年に発表し，様々な生物
的，化学的，物理的ハザードを特定した27）．化学的ハ
ザードとしては，カビ毒，農薬，有害な金属類，微量元
素，臭素化難燃剤，ダイオキシン類，ミネラルオイル，
ヒスタミン，生産工程や加工により生じるその他の汚染
物質（容器包装からの移行も含む），抗菌剤，アレルゲ
ン性物質，などを挙げており，うち有害な金属類につい
ては，昆虫種ごとにカドミウム，鉛，水銀，ヒ素の汚染
を評価するよう述べている．



22 国 立 医 薬 品 食 品 衛 生 研 究 所 報 告 第141号（2023）

上で非常に重要な事案と言えるだろう．

トランス脂肪酸への取組みが加速
トランス脂肪酸への取組みが本格化したのは先に紹介

した通り2002年頃であるが，さらなる発展には，2018年
にWHOが第13次総合事業計画2019-2023年（GPW13）
の一環として「2023年までに工業的に生産されるトラン
ス脂肪をフードサプライから排除する」目標を掲げ，各
国の政府機関に向けた戦略的行動「REPLACE」を発表
したことが貢献している32）．「REPLACE」は，REview

（検討），Promote（促進），Legislate（法規制），Assess
（評価），Create awareness（認識させる），Enforce（執
行）の頭文字からなる名称で，2023年の工業的に生産さ
れたトランス脂肪酸の完全排除に向けて各国政府が取り
組むべき方向性を提示している．政府機関による具体的
政策の導入例として，同年 6 月には米国で部分水素添加
油の食品製造への使用を「一般的に安全と認められる

（generally recognized as safe: GRAS）」の対象外とす
る規制が施行し，カナダでも食品への部分水素添加油の
使用が禁止された33, 34）．一方EUでは，動物脂肪に天然
に存在するトランス脂肪を除き，消費者に提供される及
び小売りされる食品に含まれるトランス脂肪は，脂肪
100 gあたり 2 gを超えてはならないとする委員会規則

（EU）2019/649を，2019年 4 月24日に採択した．

内分泌撹乱物質の同定規準
EUは，1999年に環境とヒトの健康を保護するための

予防原則に従った「内分泌撹乱物質戦略」を発表してい
る．その活動の一環として，2018年 4 月，世界で初めて
内分泌撹乱物質を同定するための法的拘束力のある規準
を委員会規則（EU） 2018/605の下で策定した．当該規
準では，WHOの定義を基本にして， 1 ）ヒトの健康に
有害な影響がある， 2 ）作用機序が内分泌撹乱であ
る， 3 ）有害影響と作用機序に因果関係がある，という
性質があるものを内分泌撹乱物質と定義している．これ
は主に植物保護製品の制度下で内分泌撹乱物質を同定す
ることを目的とした規準であり，2018年11月10日から新
規及び進行中の申請に対して適用されている．

米国FDAがヘンプ種子製品をGRAS認定
海外では，アサ（Cannabis sativa L.；大麻草）に関

する規制緩和が進められている．食品に関連することと
して，アサのうちカンナビノイド含量が少なく産業用に
栽培されるものを「ヘンプ（hemp）」という名称で区別
した上で，精神活性成分であるデルタ-9 -テトラヒドロ
カンナビノール（THC）が含まれていない種子の食品
への使用を認める国が相次いでいる．例として，2018年

特徴で，卵の流出やサーモンが逃げないよう整備された
カナダとパナマの内陸にある 2 つの特定施設でのみ養殖
されている．しかし，販売は認可されたものの表示にか
かわる規制環境が整備されていないことを理由に，販売
を許可しないようFDAへ指示が出されていた．その後，
2018年12月の米国農務省（USDA）がバイオ工学食品に
関 す る 表 示 基 準（National Bioengineered Food 
Disclosure Standard）の最終規則を発表したのを受け
て，FDAが2019年 3 月 8 日にAquAdvantageサーモン
についての輸入警告を解除したことにより，その卵の輸
入が可能となりインディアナ州にある認可施設で食用と
して養殖されるようになった30, 31）．

卵のフィプロニル汚染
2017年，オランダからベルギーへ輸入された卵から

フィプロニルが検出された．フィプロニルはイヌやネコ
のノミ，ダニなどの対策用として使用される動物用医薬
品の有効成分であり，EUでは食用動物への使用は禁止
されている．汚染の原因は，産卵鶏農場において外部寄
生虫であるワクモ（Dermanyssus gallinae）対策として
フィプロニルが違法に使用されたためであった．オラン
ダ以外にもベルギー，フランス及びドイツなどほかの加
盟国の農場で生産された卵，鶏肉及びその加工品からも
フィプロニルが検出されることが判明し，EUの貿易相
手国を中心に45カ国以上を巻き込む大騒動に発展した．

更に，EUの騒動が発端となり，韓国において国内の
複数の農場で生産された卵のフィプロニルやビフェント
リン等の汚染が発覚して大騒ぎになった．直ちに関連農
場の閉鎖や卵の大規模な回収・廃棄が行われ，後日，卵
の検査法や検査項目が大幅に改訂された．

5．2018年から2022年
直近 5 年間の最大のトピックは，やはりCOVID-19パ

ンデミックである．2020年 1 月末に，WHOがパンデ
ミック（国際的に懸念される公衆衛生上の緊急事態：
PHEIC）を宣言し，世界中で行動制限を余儀なくされ，
日常生活も激変した．突然のことであったため，食品の
サプライチェーンにも混乱が生じて食料安全保障が大き
な問題となり，さらに2022年のロシアによるウクライナ
侵攻が追い打ちをかけたことにより，現在，食料安全保
障の問題は益々深刻な状況になっている．また，英国が
2020年 1 月31日をもってEUを離脱したことも歴史的な
出来事であった．そのほか，WHOが世界食品安全戦略
2022-2030を発表したこと，並びに食品安全の取組みに
おいて世界を牽引する米国FDAが今後10年間の行動計
画「New Era of Smarter Food Safety」を示したことは，
今後の我が国における食品安全の取組みの方針を考える
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クロルピリホスの食用作物への使用認可の取消し
クロルピリホスは様々な作物に利用される有機リン系

殺虫剤の有効成分であるが，世界的にその利用が制限さ
れる方向に向かっている．EUでは，植物保護製品（農
薬）の有効成分としての認可が期限を迎えるのにあたり
実施されたEFSAの評価において，遺伝毒性及び発達神
経毒性の可能性が指摘されたため認可は更新されず，
2020年 1 月に委員会規則（EU）2020/1085の下で，食用
作物への使用の認可が取り消された．米国でも2000年以
降クロルピリホスの使用が段階的に制限されており，
2021年 8 月30日に米国EPAが食品中のクロルピリホス
の残留に関する全てのトレランスを取り消す最終規則を
発表し，移行期間を経て2022年 2 月28日に完全に失効し
た39）．先に述べた通り，他国でもクロルピリホスの使用
を段階的に制限する取組みは行われているものの，現在
も使用を継続している国があることから，EUや米国の
決定は当該地域へ食用作物やその製品を輸出する国に多
大な影響を与えるだろう．

COVID-19パンデミック
2020年 1 月30日，WHOがCOVID-19パンデミックを

宣言した．2020年上半期に国内外で発信された食品安全
に関する情報も，大半はCOVID-19パンデミック関連で
あった．特に，ロックダウンなどの移動制限の影響によ
り食料生産の停滞や物流の混乱が生じたため，食品のサ
プライチェーンの維持が最優先課題となり，貧困地域や
収入の大部分を食料の一次生産とその販売に依存してい
る途上国にとっては食料安全保障が深刻な問題となっ
た．そのほか，科学的な根拠はなくCOVID-19の予防や
治療ができると謳った違法製品が多数流通したことも大
きな問題となった．また，規制当局への各種登録申請や
食品施設の監査，食品の輸出入認証の手続きなどが対面
でできなくなり，各国の政府機関でデジタル化が急速に
進んだこともCOVID-19を契機とした変化の 1 つであっ
た．

Farm to Fork Strategy
欧州委員会は，2050年までに温室効果ガスの排出を実

質ゼロにして最初の「気候中立な大陸」になることを目
標に掲げた気候変動対策「欧州グリーンディール

（European Green Deal）」に取り組んでいる．その中核
となる「Farm to Fork Strategy（農場から食卓まで戦
略）」が，2020年 5 月に発表された40）．この戦略は，食
品に係わる全ての関係者が協力して，より健康的でより
持続可能なEU食品システムへの移行を目指しており，

「持続可能な食料生産」，「持続可能な食品加工と流通」，
「持続可能な食品消費」，「食品ロスと廃棄の防止」の 4

11月ニュージーランドでヘンプ種子及び種子製品の販売
が承認され，2018年12月には米国において，Fresh 
Hemp Foods社からFDAへ提出された 3 種のヘンプ種子
製品（外皮を除去したヘンプ種子，ヘンプ種子プロテイ
ンパウダー，ヘンプ種子オイル）がGRASに該当すると
の通知をFDAが容認した35, 36）．一方，カナダでは嗜好目
的での摂取を国が管理することを目的に，ヘンプに限定
せずに食用大麻，大麻抽出物及び大麻局所製品の合法販
売を大麻法（Cannabis Act）のもと認める大麻規則

（Cannabis Regulations）の改正を2019年 6 月に発表し
た37）．そのためカナダでは，スナックやキャンディなど
子供が興味を持ちやすい食品に似せて包装された違法な
大麻製品が流通するようになり，子供やペットが誤って
食べる可能性があるとしてカナダ政府が警告を発してい
る．

New Era of Smarter Food Safety
2019年 4 月，米国FDAが，新しい技術やツールの活

用とデジタル化された追跡可能な食品安全システムの構
築により，食品の安全性を強化するための革新的アプ
ローチ「New Era of Smarter Food Safety（よりスマー
トな食品安全の新時代）」を発表し，その青写真を2020
年 7 月に発表した38）．この青写真は，2011年 1 月に施行
されたFSMAの理念である「科学とリスクに基づく予
防」の実現に向けて，FDAが今後10年にわたり取り組
む予定の具体的な作業計画である．FDAは主な達成目
標として，トレーサビリティの強化，アウトブレイクの
予防解析と迅速対応の強化，新しいビジネスモデル（例：
電子商取引など新しい方法による食品配達，細胞培養製
品などの新規食品の製造）への対応強化，食品の汚染の
低減化，より揺るぎない食品安全文化の構築などを掲げ
ている．

World Food Safety Day
2018年12月に開催された国際連合総会において，毎年

6 月 7 日を「World Food Safety Day」とすることが決
議され，2019年から国連本部のあるニューヨークや世界
各地で記念イベントが開催されている．「World Food 
Safety Day」は，食品安全なくして食料安全保障はなく，
食品安全はヒトの健康や栄養に直接的に影響を与えるも
のであるという考えのもと，世界中の全ての人が食品安
全のことを考え，学び，実行するための機会とするため
に設置された．「Food safety, everyone’s business（食
品安全はみんなの仕事）」をテーマとして，食品の安全
性を確保するためには全ての人にそれぞれの役割がある
ことを認識しようと呼びかけている．
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度に含むベビーフードが国内で販売されており，それに
FDAが十分に対応していないと指摘した．メディアに
よる報道が世間の波紋を呼んだことも影響して，この件
はFDAにとって喫緊の課題となり，FDAは乳幼児にお
ける食品由来の有害元素（ヒ素，鉛，カドミウム，水銀）
への暴露量の低減を目標にした行動計画「Closer to 
Zero（よりゼロに近づける）」を2021年 4 月に発表し
た41）．行動計画では，乳幼児向けの食品に含まれるそれ
ら有害元素 4 種の濃度についてアクションレベルを設定
することを目指しており，まず鉛のアクションレベル案
が2023年 1 月に提示された．米国のアクションレベルに
強制力はないが，その濃度を超えた場合にはFDAが食
品に適していないと判断し，何らかの執行措置を講じる
可能性がある指標値である．

脱プラスチックの推進に伴う問題
近年，脱プラスチックへの取組みが急速に進められて

いるが，その反面，代替素材の違法な使用や，代替素材
を用いた場合の食品への有害物質の移行の可能性が指摘
され問題になっている．2021年から2022年にかけて，欧
州21カ国が参加して，食品接触物質（食品用の包装や容
器など）としてEU市場に流通した竹の粉末を含むプラ
スチック製品を取り締まるための大規模調査が実施され
た42）．EUでは，委員会規則（EU）10/2011の下，プラ
スチック製の食品接触物質に添加できる物質は指定され
ており，竹の粉末のように，認可されていない物質を添
加したプラスチック製の食品接触物質の販売は違法とな
る．それらの違法な製品の中には，「天然」，「エコフレ
ンドリー」，「肥料になる」，「リサイクル可能」と謳って，
あたかも環境に良い製品であるかのように消費者の誤解
を招く不当な表示をしているものもあった．今後もプラ
スチック製の食品接触物質の新しい代替品が登場するこ
とが予測されることから，その安全性の確認と市場の監
視が課題となっている．

EUが食品添加物としての二酸化チタンを禁止
2021年 4 月，EFSAが二酸化チタン（TiO2）について

遺伝毒性の懸念が排除できないため，もはや食品添加物
として安全とは考えられないとの評価結果を発表し
た43）．二酸化チタンは，白色色素として食品，医薬品，
化粧品をはじめとする多様な製品に広く使用されてお
り，食品ではお菓子のコーティング剤などに添加されて
いる．先のEFSAの評価結果を受けて欧州委員会は2022
年 1 月，EU域内での二酸化チタンの食品添加物として
の使用の認可を取り消す委員会規則（EU）2022/63を採
択し，2022年 8 月 8 日に施行された．この発表は大きな
反響を呼び，カナダ保健省やFSANZなどが直ちにレ

分野における取組みからなるEUの将来構想である．

食品のエチレンオキシド汚染
2020年 9 月，ベルギー当局が，インド産ゴマ種子に燻

蒸剤の成分であるエチレンオキシドの残留を確認したこ
とを欧州委員会へ報告した．エチレンオキシドは室温・
標準気圧で気体の物質で，一部の国では農作物の燻蒸剤
として，また医療機器の滅菌などにも利用されている
が，遺伝毒性と発がん性があるためにEUを含めて多く
の国が食品への使用を禁止している．当初の対象はゴマ
種子とそれを原料にした製品のみであったが，事業者に
よる大規模な検査の実施により，ローカストビーンガム
などの食品添加物や，ハーブ，スパイス及びそれらを使
用した加工食品からもエチレンオキシドが検出され，監
視の対象食品の範囲が大幅に拡大してEU全域で大問題
となった．その後，エチレンオキシドが使用された形跡
のない食品から代謝物の2-クロロエタノールが確認さ
れ，天然由来など燻蒸剤の使用以外の汚染源が存在する
可能性が指摘されるなど，エチレンオキシド汚染の問題
は現在も終息していない．

シンガポールでEat Just社の培養鶏肉を認可
2020年12月，細胞培養技術を用いて製造された動物性

の食品として，世界で初めてEat Just社の培養鶏肉がシ
ンガポール食品庁（SFA）により認可された．シンガ
ポールは食品の大部分を輸入に依存していることから，
持続可能な食料生産を目指して政府が革新的な技術の導
入を推進し，そのための規制整備を急速に進めてきた．
シンガポールでは食経験のない食品は「新規食品」と見
なされ，ヒトが摂取することによる毒性やアレルゲン性
などを製造業者が確認し，その提出された資料をもとに
科学的な評価によって安全であると判断された製品のみ
上市を認める制度を取り入れている．Eat Just社の培養
鶏肉についても新規食品制度の下で，認可された．その
後，米国FDAが2022年11月にUPSIDE Foods社の製品，
次いで2023年 3 月にGOOD Meat社の製品について，事
業者との市販前協議が完了したことを発表した．両者と
も鶏の細胞株に由来する細胞培養製品である．FDAは
シンガポールのような認可制は導入せず，製造・販売業
者の責任として，市販前の協議や検査の要請に応じて適
用される規制要件を全て満たすことを求めている．

Closer to Zero計画
2021年 2 月，米国下院の経済及び消費者政策に関する

小委員会が，国内の大手メーカーから提供されたベビー
フードに関する検査結果と社内文書の検証結果をまとめ
たスタッフ報告書を発表し，乳幼児に有害な元素を高濃
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界戦略に従って自国の食品安全システムの強化に向けて
取り組むことが求められている．

6．おわりに
以上，これまで食品安全情報に紹介してきた化学物質

にかかわる海外情報から代表的なトピックスを簡単に紹
介した．過去20年間の発行数は全部で515号に及ぶため，
ここに紹介しきれなかったトピックスも沢山あり，紹介
したものについても食品安全の問題として注目を浴びる
きっかけとなった国や出来事しか記載できず，全容を伝
えきれないのが残念である．

本稿の執筆は，食品安全情報を発行することの意義や
現状の問題点を改めて考える機会となった．先の「食品
安全情報の20年」に述べられている通り，食品安全の問
題について信頼できる情報源の情報をタイムリーに，そ
して動向を把握する上で継続的に収集・提供しているこ
との意義は大きい．さらに， 1 つの事案について複数国
の情報を同時に知ることができる点も価値のあることで
ある．例えば，グリホサートや二酸化チタンのように国
によって評価の結論や執行措置が異なる場合には，複数
国の情報を知ることで偏らずに広い視点で捉えられるこ
とができる．いわゆる健康食品による健康被害の情報に
ついては，複数国で警告が発出されていることを知るこ
とで問題の深刻さと緊急性を強く認識し，厚生労働省の
担当部局と協力して速やかに国内への注意喚起につなげ
ることができた．一方，問題点としては，化学物質編で
は韓国政府の記事も紹介してはいるものの語学上の限界
により英語圏の情報が中心となってしまうこと，隔週発
行のため最新情報としての発信の遅れや進行中の話が途
切れてしまうことなどがある．また，本稿のはじめに記
した通り，食品中の化学物質に関連するテーマは多岐に
わたり紹介記事も大幅に増加したため，様々な食品安全
の問題を知ることができるのは利点だが，読者が各記事
の重要度の高低を判断しにくいほか， 1 つのトピックに
焦点をあてて動向を知りたい場合には過去の食品安全情
報から関連記事を逐一検索しなければならないという煩
わしさもある．その改善策として，これまで「注目記事」
や「年間トピックス」の紹介，安全情報部のホームペー
ジ上への「食品安全情報（化学物質）のトピックス」の
掲載といった取組みを行ってきた1, 2）．

今後も食品安全と化学物質にかかわる様々な問題が絶
え間なく生じると予想される．それらの情報を迅速に把
握して我が国の対応に資するためにも，継続的に海外の
関連情報を調査して専門的な視点で紹介するとともに，
食品安全情報の定期発行だけでなく，収集した情報をよ
り有効活用できるよう情報の提供方法についても常に検
討していきたい．

ビューを開始したが，食品グレードの二酸化チタンへの
食事を介した暴露がヒトの健康に懸念となることを示唆
する根拠はないと結論しており，現時点で食品添加物と
しての二酸化チタンの使用について安全上の懸念がある
と結論しているのはEFSAのみの状況である．

ロシアによるウクライナ侵攻
2022年 2 月24日，ロシアがウクライナへの侵攻を開始

した．それまでのCOVID-19パンデミックや自然災害に
加えて，この侵攻が世界的な食品や飼料，燃料のサプラ
イチェーンの混乱や価格高騰を招き，世界の食料安全保
障の問題がさらに深刻な状況に陥ることとなった．

パー及びポリフルオロアルキル化合物
パー及びポリフルオロアルキル化合物（PFAS）は，

撥水・撥油性などの特殊な特性をもち，多種多様な用途
に広く使用されてきた人工のフッ素化合物である．しか
し難分解性で環境中やヒトの体内に残留することが確認
されたため，2009年にパーフルオロオクタンスルホン酸

（PFOS）及びその塩が，残留性有機汚染物質（POPs）
の製造及び使用の廃絶・制限などを規定する国際条約

「ストックホルム条約」の付属書Ｂ（制限）に，2019年
にはパーフルオロオクタン酸（PFOA）及びその塩，
2022年にはパーフルオロヘキサンスルホン酸（PFHxS）
とその塩及びPFHxS関連物質が附属書Ａ（廃絶）へ追
加された．

PFASの暴露源として特に水源の汚染が懸念されてお
り，各国では飲料水について監視の指標となる濃度を独
自に設定してきた．そのような状況の中，2022年 9 月に
WHOが飲料水水質ガイドライン作成のための背景文書
の中で，飲料水中のPFOS，PFOA及び総PFASの暫定
ガイドライン値を提案した44）．寄せられた意見を踏まえ
て最終化された場合には，飲料水中の濃度に関する初の
国際的な指標となる．食品については，2022年12月，
EUが他国に先だって委員会規則（EU）2022/2388の下
で，動物性食品を対象にPFOS，PFOA，PFHxS及び
PFNA（パーフルオロノナン酸）の各濃度と 4 種の合計
濃度について最大基準値を設定した．

WHO Global Strategy for Food Safety 2022-2030
2022年10月17日，WHOが「WHO Global Strategy for 

Food Safety 2022-2030（食品安全のためのWHO世界戦
略2022-2030）」を公表した45）．これまでのWHO世界戦
略では，WHO自身が実施すべき戦略や目標を掲げてい
たが，今回の世界戦略では各国の政府機関が食品安全シ
ステムの強化に向けて積極的に取り組むよう呼びかけて
いるのが特徴である．そのため，我が国もこのWHO世
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報の発行にご協力を頂きました安全情報部の元職員の皆
様，そして韓国政府の情報の収集にあたり多大なご支援
を頂きました曺永晩博士，呉秀美氏に謹んで感謝を申し
上げます．

謝辞
食品安全情報の化学物質編の初刊から2010年 7 号まで

の発行にご尽力され，ご指導を賜りました元安全情報部
第三室長の山本都博士に深謝申し上げます．食品安全情

国／機関 海外のトピックス 日本のトピックス
2002年 2002年

FAO／WHO トランス脂肪酸の一日の摂取量を総エネルギー摂取量の 1％未満と
するよう提言 BSE感染疑いの牛を国内初確認（2001年）

EU 欧州食品安全機関（EFSA）設立 中国産冷凍ホウレンソウからクロルピリホ
スが検出され問題になる

ドイツ ドイツ連邦リスクアセスメント研究所（BfR）設立 中国製ダイエット用健康食品による健康被
害が発生

スウェーデン 政府とストックホルム大学が食品にアクリルアミドが含まれること
を発表

各国 カバ製品の販売を禁止
2003年 2003年

デンマーク 食品中のトランス脂肪の上限量を最終製品の油脂100 gあたり 2 gに
規制

食品安全基本法施行，内閣府食品安全委員
会設立

EU ゼリーへのコンニャクの使用を禁止 アマメシバによる健康被害が発生し，販売
を禁止

EU インド産粉末唐辛子から違法色素Sudan red Iが検出され問題にな
る

FAO／WHO 第61回JECFAでメチル水銀のPTWIを引き下げる
EU 瓶詰め食品からセミカルバジドが検出され問題になる

米国 FDAがトランス脂肪酸の表示を義務付ける新規則を発表（2006年
1 月 1 日施行）

北米 コンフリー製品による肝障害について警告
2004年 2004年

米国 FDAがエフェドリンアルカロイドを含むダイエタリーサプリメン
トの販売を禁止（2004年 4 月12日施行） コンフリー製品の販売を禁止

各国 第61回JECFAによるメチル水銀の評価を受けて魚食に関する助言
を発表・更新

食物アレルゲンの表示義務の対象追加（特
定原材料に準するもの：バナナ）

EU 海藻やガム由来の食品添加物を含むゼリーミニカップの販売を禁止 既存添加物名簿からアカネ色素を削除
ケニア トウモロコシのアフラトキシン汚染による大規模な中毒が発生
英国 FSAが無機ヒ素を含むためヒジキを食べないよう勧告
EU オランダ産の飼料用ジャガイモ副産物のダイオキシン汚染が発生
2005年 2005年

米国 シンジェンタ社が開発した遺伝子組換えトウモロコシBt10が誤っ
て未承認のまま栽培され海外にも流出したため各国が対応

特定保健用食品の見直し：「条件付き特定
保健用食品」「疾病リスク低減表示」「規格
基準型」を設置

FAO／WHO 第64回JECFAでアクリルアミド等を評価
各国 国産・輸入品の養殖魚でマラカイトグリーンの検出が相次ぐ

EU 液体乳児用ミルクの包装材から内容物へのインク成分（イソプロピ
ルチオキサントン）の移行が問題になる

2006年 2006年

米国
Food Allergen Labeling and Consumer Protection Act 2004の下，
FDAが食品ラベルへの主要アレルゲン 8 種の表示を要請（2006年
1 月 1 日施行）

残留農薬の新制度の施行：ポジティブリス
ト制度，一律基準の導入

EU ベルギー産の飼料のダイオキシン汚染が発生
米国 FDAがソフトドリンク中のベンゼンについて再調査

表 1 　食品安全情報（化学物質編）トピックス年表
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国／機関 海外のトピックス 日本のトピックス
各国 ブラックコホシュによる肝障害について警告

EU アスパルテームに関するイタリアRamazzini研究所の報告が話題に
なる

FAO／WHO Codexが精米中のカドミウムの最大基準値（ML）を採択

米国
米国で市販されていた長粒米からバイエルクロップサイエンス社が
開発した未審査の遺伝子組換えLL RICE 601が検出されたため各国
が対応

パナマ 官営工場で製造した医薬品のジエチレングリコール混入による中毒
が発生

2007年 2007年
米国 ペットフードのメラミン汚染によりペットの腎障害が発生 多数の賞味期限改ざんや食肉偽装が発覚

EU インド産グァーガムからダイオキシン類及びペンタクロロフェノー
ルが検出され問題になる

英国 FSAがサウサンプトン大学へ委託した一部の食用着色料と子供の
行動に関する研究結果を発表

2008年 2008年
各国 クローン動物に対する見解を発表 コンニャクゼリーの窒息事故が発生

論文 ライスミルクと米が原料のベビーフード中の無機ヒ素を調べた報告
が注目を浴びる

食物アレルゲンの表示義務の対象追加（特
定原材料：えび・かに）

カナダ
カナダ保健省がビスフェノールＡの評価を完了し，ビスフェノール
Ａを含むポリカーボネート製哺乳瓶の製造，輸入，販売，宣伝を禁
止する規制案を発表

中国産冷凍ギョウザへのメタミドホス混入
事件が発生

セネガル 鉛バッテリーの非公式なリサイクルによる地域汚染により子供の大
規模な鉛中毒が発生

中国産冷凍インゲンからジクロルボスが検
出され問題になる

中国 メラミンに汚染された乳児用ミルクを摂取した乳児で腎障害の大規
模アウトブレイクが発生

中国における乳のメラミン汚染が波及（国
内回収）

EU アイルランド産の飼料のダイオキシン汚染が発生
2009年 2009年

米国 FDAが全ての食品及び化粧品のラベルに着色料のコチニール抽出
物とカルミンの表示を義務化 消費者庁設立

EU 朝食用シリアルの包装材から内容物へのインク成分（4-メチルベン
ゾフェノンなど）の移行が問題になる

成型肉による腸管出血性大腸菌O157食中
毒が発生

ドイツ BfRが精製植物油中のグリシドール脂肪酸エステルの摂取による健
康リスクに関する初期評価を実施

米国 FDAがダイエタリーサプリメントのハイドロキシカットについて
警告

米国 FDAがカフェイン入りアルコール飲料について警告

豪州 FSANZが昆布成分の添加により高濃度のヨウ素を含むBonsoy豆乳
について警告

UN
PFOS及びその塩を，残留性有機汚染物質（POPs）の製造及び使
用の廃絶・制限などを規定する国際条約「ストックホルム条約」の
付属書Ｂ（制限）に追加

2010年 2010年
FAO／WHO 魚食のリスクとベネフィットに関する専門家会合を開催
FAO／WHO 第72回JECFAで無機ヒ素のPTWIを取り下げる
WHO／各国 2010年代に減塩への取組みが進展

各国 ミラクルミネラル溶液（28％亜塩素酸ナトリウム溶液）について警
告

FAO／WHO Codexが食品及び飼料中と粉末乳児用調製乳中のメラミンのMLを
採択（液体乳児用調製乳中のMLは2012年採択）

FAO／WHO 第73回JECFAで鉛のPTWIを取り下げる
ナイジェリア ザムファラ州で違法な金採掘による汚染で大規模な鉛中毒が発生
米国 Abbott Laboratoriesが抗肥満薬Meridia（シブトラミン）を回収



28 国 立 医 薬 品 食 品 衛 生 研 究 所 報 告 第141号（2023）

国／機関 海外のトピックス 日本のトピックス

米国 EPAが資源保全回収法（RCRA）及び包括的環境対処補償責任法
（CERCLA）の有害物質リストからサッカリンを削除

米国 FDAが「Food Safety Modernization Act （FSMA）」を発表（2011
年 1 月 4 日施行）

ドイツ 飼料のダイオキシン汚染が発生
2011年 2011年

各国 福島第一原子力発電所事故を受け日本産の一部の食品の輸入を禁止 東日本大震災及び福島第一原子力発電所事
故が発生

WHO 健康的でない食品（飽和脂肪，トランス脂肪酸，遊離糖類，塩の多
い食品）の子ども向け宣伝を減らすよう勧告

食品中の放射性物質に関する暫定規制値を
設定

カナダ 食物アレルゲン及びグルテン源などの表示規制を強化（2012年 8 月
4 日施行） 米中のカドミウムの基準値を改定

台湾 医薬品や食品のフタル酸ジエチルヘキシル混入が問題になる 生食用食肉によるO157食中毒事件が発生
生食用牛肉（内臓を除く）の規格基準を設
定
ア フ ラ ト キ シ ン（AF） の 規 制 対 象 を
AFB1から総AF（AFB1, AFB2, AFG1, AF 
G2の総和）へ改定

2012年 2012年
カナダ 「Safe Food for Canadians Act」を発表（2019年 1 月15日施行） 食品中の放射性物質に関する基準値を設定

米国 FDAが1,3-ジメチルアミルアミン（DMAA）を含む製品について警
告 牛レバーの生食用の販売を禁止

FAO／WHO Codexがラクトパミンの最大残留基準値（MRL）を投票で採択 浅漬けによるO157食中毒事件が発生
韓国 ベンゾピレンの検出による即席麺の回収騒動

EU 食物アレルゲンの表示をレストランや持ち帰りの食品にも義務化
（2014年12月13日施行）

2013年 2013年
UN 水銀に関する水俣条約を採択（2017年 8 月16日施行） 多数のメニュー（食材）偽装表示が発覚

WHO 新ガイダンスを発表し成人のナトリウム摂取量を 2 g/日（塩 5 g/
日）未満とするよう強く勧告

食物アレルゲンの表示義務の対象追加（特
定原材料に準ずるもの：カシューナッツ・
ごま）

NZ 大手乳業メーカーが輸出した乳製品から極微量のジシアンジアミド
が検出され問題になる 冷凍食品へのマラチオン混入事件が発生

EU FSAIの検査で一部のビーフバーガー製品から馬DNAが検出され問
題になる

EU EFSAがネオニコチノイド 3 種による蜜蜂への影響について評価

EU EU全域でのネオニコチノイド 3 種の使用制限を採択（2013年12月
1 日施行）

米国 オレゴンの一つの農場で遺伝子組換え小麦MON71800の自生が問題
になる

台湾 デンプン製品への無水マレイン酸加工デンプンの違法使用が発覚
英国 FSAが2,4-ジニトロフェノール含有製品について警告
米国 FDAがグルテンフリー表示に関する最終規則を発表
米国 ハワイ州でOxyElite Proによる急性肝炎及び肝障害が集団発生
EU EFSAがアスパルテームの完全リスク評価を完了
FAO 昆虫の食用利用を推進する報告書を発表
2014年 2014年

EU 塩化ジデシルジメチルアンモニウム及び塩化ベンザルコニウムの
MRLを設定

給食パンによるノロウイルス集団食中毒が
発生

米国 FDAが甲殻類へのイオン化放射線を認可
EU EFSAが新規則に基づく食品用酵素の最初の評価を発表
米国 FDAが高強度甘味料アドバンテームを認可



292003 ～ 2022 年度の 20 年間に「食品安全情報」で紹介した化学物質のトピックス

国／機関 海外のトピックス 日本のトピックス
NZ 「Food Act 2014」を発表（2016年 3 月 1 日施行）
FAO／WHO Codexが精米中の無機ヒ素のMLを採択
米国 FDAがクラトム製品について警告
台湾 地溝油の食用油への違法使用が発覚
2015年 2015年
WHO 砂糖の摂取に関するガイドラインを発表 食品表示法施行

米国／EU ハーブやスパイスから表示に記載のないアーモンドやピーナッツが
検出され各国で回収

下痢性貝毒の規制値改正に伴い試験法をマ
ウス毒性試験から機器分析法へ変更

WHO IARCがグリホサートをGroup 2Aに分類 機能性表示食品制度を開始
インド 鉛の検出による即席麺「マギー」の回収騒動

米国 FDAが部分水素添加油のGRAS取り消しを最終決定（2018年 6 月18
日施行）

UN 第70回国連総会で持続可能な開発目標（SDGs）採択

WHO IARCが赤肉（レッドミート）をGroup 2A，加工肉をGroup 1に
分類

米国 FDAが食用の遺伝子組換え動物としてAquAdvantageサーモンを
初認可

WHO 「WHO estimates of the global burden of foodborne diseases」を
発表

2016年 2016年

WHO／EFSA 毒性学的懸念の閾値（TTC）に関するワークショップ報告書を発
表 食品廃棄物の不正転売が発覚

英国 FSA助成研究がアレルギー誘発食品の早期導入がアレルギー予防
につながる可能性があると発表

FAO／WHO JMPR特別会合でグリホサートを評価
米国 FDAが栄養成分表示の規則を改訂
FAO／WHO Codexが玄米中の無機ヒ素のMLを採択
韓国 Codexの薬剤耐性に関する特別部会のホスト国に選出される
米国 FDAがGRAS物質に関する最終規則を発表（2016年10月17日施行）
UN 第71回国連総会で薬剤耐性に関するハイレベル会合を開催
2017年 2017年

各国 未承認の遺伝子組換えペチュニア品種が広範囲に流通していること
が発覚

プエラリア・ミリフィカを含む健康食品に
よる健康被害が多数報告される

EU 農業・食料チェーンの公的管理に関する欧州議会・理事会規則
（EU）2017/625を発表

EU／韓国 鶏卵でフィプロニルの違法残留が問題になる

米国 米国衛生研究所（NIH）助成専門家パネルがピーナッツアレルギー
予防のための臨床ガイドラインを発表

EU グリホサートの認可を 5 年延期
EU 食品中のアクリルアミドの指標としてベンチマーク濃度を設定
2018年 2018年
WHO トランス脂肪酸に関する戦略的行動「REPLACE」を発表 食品衛生法の改正
EU 欧州委員会が植物保護製品の内分泌撹乱物質の同定規準を採択 東京都中央卸売市場が築地から豊洲へ移転

米国 FDAが「Plant and Animal Biotechnology Innovation Action Plan」
を発表

米国 FDAがヘンプ種子製品をGRAS認定
2019年 2019年

米国 「New Era of Smarter Food Safety」を発表 食物アレルゲンの表示義務の対象追加（特
定原材料に準ずるもの：アーモンド）

UN 第 1 回 World Food Safety Day ゲノム編集技術応用食品及び添加物の食品
衛生上の取扱要領を策定
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国／機関 海外のトピックス 日本のトピックス

WHO 飲料水中のマイクロプラスチックに関する評価を報告 韓国による日本産食品の輸入規制措置に関
して日本がWTO敗訴

フランス 行政裁判所がRoundup Pro 360のプロ向けの販売を禁止 食品ロスの削減の推進に関する法律施行
米国 電子タバコ又はベイピング製品による肺損傷アウトブレイクが発生

UN PFOA及びその塩を，「ストックホルム条約」の附属書Ａ（廃絶）
へ追加

2020年 2020年

EU クロルピリホスの食用作物への使用認可を取り消す
新型インフルエンザ等対策特別措置法に基
づく緊急事態宣言が発出され，飲食店への
休業要請などを実施

EU 「Farm to Fork Strategy」を発表
FAO 気候変動による食品安全への影響に関する報告書を発表
EU インド産ゴマ種子からエチレンオキシドが検出され問題になる
シンガポール SFAがEat Just社の培養鶏肉を認可
2021年 2021年
EU 欧州議会及び理事会規則（EU）2019/1381　（透明性規則）が発効 2020年東京オリンピック開催
米国 「Closer to Zero」計画を発表
EU EFSAが食品添加物としての二酸化チタンを評価

EU 新規食品として最初の食用昆虫（乾燥イエローミールワーム）を認
可

UN 国連食料システムサミット2021開催
2022年 2022年

EU 二酸化チタン（E171）の食品添加物としての使用の認可を取り消
す（2022年 8 月 8 日施行）

食物アレルゲンの表示義務の対象の追加を
決定（特定原材料：くるみ）（2023年 3 月
9 日食品表示基準改正）

米国 Abbott Nutrition社製の乳児用調製乳のCronobacter汚染による大規
模リコールの影響で深刻な乳児用調製乳の供給不足に陥る

食品メーカーが各種製品の値上げを相次い
で発表

米国 EPAが食品中の残留クロルピリホスに関するトレランスの取り消
しを決定（2022年 2 月28日完全失効）

消費者庁が「食品添加物の不使用表示ガイ
ドライン」を策定

WHO ナノ及びマイクロプラスチック粒子の食事及び吸入暴露によるヒト
の健康への影響に関する報告書を発表

WHO 飲料水中のPFOS，PFOA及び総PFASについて暫定ガイドライン
値を提案

WHO WHO Global Strategy for Food Safety 2022-2030を発表

EU 動物性食品を対象に 4 種のPFAS及びそれらの総量についてMLを
設定

EU グリホサートの認可を 1 年間延長
フィリピン 商用のゴールデンライス「Malusog Rice 」を収穫

UN パーフルオロヘキサンスルホン酸（PFHxS）とその塩及びPFHxS
関連物質を「ストックホルム条約」の附属書Ａ（廃絶）へ追加
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